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令 和 ６ 年 １ ２ 月 １ ９ 日 

                   一般社団法人 信 託 協 会 
 
  

令和６年度信託研究奨励金の贈呈を決定 
 
１．一般社団法人 信託協会（会長  高倉 透）では、毎年、信託研究奨励金

を贈呈しています。 
  この信託研究奨励金制度は、信託研究の振興を図り、わが国における信託

制度の一層の発展を期するため、広く信託に関する研究を志す有為な方々に

対し奨励金を贈呈するものです。 
 
２．本年度は、信託研究奨励金選考委員会の選考結果に基づき、２４件の研究 
（別添）に対し、総額１，０００万円を贈呈することを決定いたしました。 
  新規研究、追加研究の別では以下のとおりです。 
  ＜新規研究＞                １４件  
  ＜追加研究＞                １０件 
                      計 ２４件 
 
３．制度が発足した昭和４７年度から本年度までで、贈呈件数は８９６件、  

贈呈金総額は４億０，１３０万円にのぼることとなります。

 
 本件に関する照会先： 
  一般社団法人 信託協会 
   総務部（広報担当）松村 河西 木村 

    電話 ０３－６２０６－３９９２ 

   調査部      進藤 福島 電話 ０３－６２０６－３９８７ 

 



別添

１．新規研究（自由研究）

N0. 氏名および職名 研究テーマ

1
関西学院大学法学部教授

木村　仁
キムラ               　ヒトシ 信託違反と信託財産の物上代位性に関する研究

2
東京大学大学院法学政治学研究科教授

加毛　明
カモ                　アキラ

我が国における信託法研究の変遷
―信託法学会の設立経緯・活動内容を中心として―

3
東洋大学法学部准教授

泉　絢也
イズミ       　ジュンヤ 信託とブロックチェーン（スマートコントラクト）の租税制度への実装

のあり方

4
専修大学法学部准教授

髙橋　脩一
タカハシ            　シュウイチ ＩＯＬＴＡの研究

5
神戸大学大学院法学研究科准教授

熊代 拓馬
クマシロ　        タクマ 受認者の忠実義務―利益相反取引規制の基礎的研究

6
東洋大学経済学部国際経済学科教授

大野　裕之
オオノ　                 ヒロユキ 信託普及のためのＥＢＰＭへ～結婚・子育て支援信託に焦点をあてて～

7

東洋大学経済学部教授

芦谷　典子
アシヤ                　ノリコ

 [代表者]

慶應義塾大学名誉教授/東京国際大学経

済学部教授/東京国際大学審議役

塩澤　修平
シオザワ　             シュウヘイ

（共同研究）
市民スタジアムの資金と財務―再生期のスポーツ経営に信託が果たし得
る新しい役割について

8

新潟経営大学経営情報学部経営情報学科

教授

大澤　弘幸
オオサワ            　ヒロユキ

 [代表者]

北海道大学大学院経済学研究科（研究

院）准教授

櫻田　譲
サクラダ　            ユズル

東京理科大学経営学部経営学科

柳田　具孝
ヤナギダ　　　　　　トモタカ

（共同研究）
信託型ストック・オプションの税務行動分析

9

慶應義塾大学商学部教授

柳瀬　典由
ヤナセ　　　　　　　　ノリヨシ

 [代表者]

米国　ロードアイランド大学経営学部・

大学院プロフェッサー

後藤　晋吾
ゴトウ　　　　　　　　　シンゴ

（共同研究）
コーポレートガバナンスのメカニズムとイノベーションの関係
―退職給付信託に着目した実証分析―

10
筑波大学システム情報系准教授

作道　真理
サクドウ　　　　　　　マリ 炭素リスクと投資信託の役割

令和６年度信託研究奨励金贈呈対象
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N0. 氏名および職名 研究テーマ

11

大阪公立大学大学院生活科学研究科客員

教授

辻　壽一
ツジ　トシカズ

[代表者]

弁護士、明治学院大学法学部客員教授

戎　正晴
エビス　マサハル

一般社団法人全国不動産コンサルティン

グ協会会長

米田　敦
コメダ　アツシ

一般社団法人不動産総合戦略協会代表理

事

大木　祐悟
オオキ　ユウゴ

株式会社アール・アイ・エー広島支社

長、大阪支社計画二部部長

滝田　憲作
タキタ　ケンサク

慶應義塾大学環境情報学部 １年

入江　康仁
イリエ　ヤスヒト

（共同研究）
信託活用による新たな市街地再開発手法の基礎的研究

12

東京大学大学院法学政治学研究科博士課

程3年

呉　金晶
ゴ　　　　　　　キンショウ

公共信託理論に基づくスタンディング法理の再構築――アメリカの気候
変動訴訟
における将来世代のスタンディングを例に

13

東京大学法学政治学研究科博士課程2年

日本学術振興会特別研究員DC2

孟　軻寧
モウ　　　　　カネイ

信託を用いたクリプトアセットの組成上の課題と提案

２．新規研究（課題研究）

〇海外における信託制度と課税の方法について

14
専修大学大学院法学研究科博士課程

増田　由佳子
マスダ　　　　　　　　ユカコ アメリカにおける特別支援信託に対する課税制度

３．追加研究（自由研究）

15
日本大学法学部教授

宮崎　裕介
ミヤザキ　　　　　　　ユウスケ 受託者の注意義務の基礎的考察-投資信託の運用者の責任を素材にして

16

東京大学大学院法学政治学研究科

特任教授

朱　大明
シュ　　　　　　ダイメイ

中国信託市場における信託法の役割

17
明治大学商学部教授

伊藤　隆康
イトウ　　　　　　　　タカヤス

マイナス金利政策下における短期金融市場：公社債投資信託に関する考
察を加えて

18
日本大学商学部教授

菅野　正泰
カンノ　　　　　　　マサヤス ＥＳＧ指数連動型上場投資信託構成銘柄の信用リスク分析

19
名古屋商科大学ビジネススクール教授

小林　武
コバヤシ　　　　　　タケシ

グローバルな債券市場を考慮した長期金利の変動要因と債券超過リター
ンの予測に関する研究

20
京都大学大学院総合生存学館准教授

金村　宗
カナムラ　　　　　タカシ

ＥＳＧ指数上場投資信託のレジリエンス分析：時間変動型平均回帰モデ
ルアプローチ
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N0. 氏名および職名 研究テーマ

21

一橋大学大学院経営管理研究科国際企業

戦略専攻特任教授

稲葉　圭一郎
イナバ　　　　　　　　ケイイチロウ

上場企業の現預金保有と配当金支払：グローバルインデックス投資家の
視点

22

九州産業大学経済学部専任講師

高　晨曦
コウ　　　　　　シンギ

 [代表者]

香港大学都市計画と設計学部

白　明泽
ハク　　　　　　メイタク

マカオ大学工商管理学部助理教授

曾　嘉庆
ソウ　　　　　　カケイ

（共同研究）
不動産の金融化の視点からみる地域開発：
Ｊ－ＲＥＩＴによる制度的影響

23

ソウル国立大学法学部准教授

岩崎　将基
イワサキ　　　　　　マサキ

 [代表者]

学習院大学国際社会科学部准教授

星　明男
ホシ　　　　　　アキオ

（共同研究）
ＥＳＧエンゲージメントと情報開示に関する法学的研究：上場会社と資
産運用会社・投資信託に対する個人投資家の期待

〇海外における信託制度と課税の方法について

24
九州産業大学商学部教授

浅川　哲郎
アサカワ　　　　　　テツロウ

米国における信託利用とプロベイト回避の効果について：遺産税の税務
調査の観点から

３．追加研究（課題研究）
〇ＳＤＧｓの実現に向けての信託の活用
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